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茨城県内
1日	 	国税庁は、2022年分の路線価（1月1日時点）を

公表、茨城県の標準宅地の対前年平均変動率は
▲0.6％（21年は同▲0.7％）と30年連続の下落、
全国は同＋0.5％（21年は同▲0.5％）と2年振り
の上昇

4日	 	常総市は、株式会社本田技術研究所と「AIまちづ
くりへ向けた技術実証実験に関する協定」を締
結、搭乗型マイクロモビリティなどの活用によ
り、人々の移動と暮らしの進化に向けて、まち
づくりの課題分析や実証実験を実施

4日	 	茨城大学と高エネルギー加速器研究機構は、「連
携協力の推進に関わる包括的連携協力協定」を
締結、これまで協力を進めてきた工学・自然科
学にとどまらない広範囲な分野での連携を目的
として、研究交流や共同研究、人材育成、研究
施設・設備の相互利用などで協力を強化

12日	 	茨城県は、新型コロナウイルスの対策指針「茨城
版コロナNext」の対策Stageを1→2（感染が概ね
抑制できている状態）に引き上げ、22日に
Stage2→3（感染が拡大している状態）に引き上げ

12日	 	茨城空港は、株式会社フジドリームエアライン
ズ（FDA）による、「茨城～出雲」（10月18～20日）
チャーター便の運航を公表、同区間のチャーター
便は茨城空港開港以来初

16日	 	茨城県内の海水浴場13か所で海開き（23日に1か所
開設）、2020年はすべて閉鎖、21年は3か所のみ
の開設で、3年振りの本格的な開設

19日	 	神栖市は、神奈川県横浜市と「再生可能エネル
ギーに関する連携協定」を締結、近隣地域と地
域資源を補完し支えあう「地域循環共生圏」の
考え方のもとに、相互連携を強化し、脱炭素社
会の実現に取り組む

26日	 	総務省は、2022年度普通交付税（地方交付税）の
交付額を決定、茨城県分は1,973億14百万円と前年
度に比べ＋5.7％、県内市町村分は1,621億73百万
円と同＋6.5％、ともに４年連続の増加、交付税
を受け取らずに財政運営が可能な「不交付団体」
は、前年と同じで、つくば市、神栖市、東海村
の3団体

29日	 	総務省によれば、茨城県の2021年度ふるさと納税
受入額（県と市町村分の合計）は、202.2億円と
前年度に比べ＋31.8％の増加、全国は8,302.4億
円と同＋23.5％の増加

国内・国外
1日	 	日本銀行「短観－2022年6月－」によれば、大企業

製造業の業況判断DIは9と、3月調査に比べ▲5ポ
イントの悪化、非製造業は13と同＋4ポイントの	
改善。企業の物価見通し（全規模全産業、前年比）
は、1年後＋2.4％（3月比＋0.6ポイント）

1日	 	年金積立金管理運用独立行政法人（GPIF）によれ
ば、2021年度の収益額は＋10.1兆円の黒字（収
益率＋5.42％）、2001年度以降の累積収益額は	
＋105.4兆円（年率＋3.69％）、21年度末運用資産
額は196.6兆円

8日	 	厚生労働省は、女性活躍推進法の省令・告示を
改正し、同日施行。常時雇用労働者が301人以上
の企業を対象に、男女の賃金差の公表を義務化

15日	 	中国国家統計局によれば、4～6月期の中国実質
国内総生産は、前年同期に比べ＋0.4％の増加、	
1～3月期（＋4.8％）から伸び率は▲4.4ポイント
の低下

21日	 	欧州中央銀行（ECB）理事会は、政策金利を0.50％、
中央銀行預金金利を0.00％に各々50ベーシス	
ポイント引き上げを決定

26日	 	内閣府は、7月の月例経済報告で、わが国の景気は、
「緩やかに持ち直している」と判断を上方修正

26日	 	国際通貨基金（IMF）によれば、7月時点の世界
経済成長率見通しは2022年＋3.2％（4月比▲0.4
ポイント）、23年＋2.9％（同▲0.7ポイント）、日本
は22年＋1.7％（同▲0.7ポイント）、23年＋1.7％
（同▲0.6ポイント）

26～	 米連邦公開市場委員会（FOMC）は、フェデラル	
27日	 	ファンド（FF）金利の誘導目標を2.25～2.50％へ

75ベーシスポイント引き上げを決定

28日	 	米商務省によれば、4～6月期の米国実質国内総生
産（速報値、季節調整済み）は、前期比年率換
算で▲0.9％と1～3月期（▲1.6％）に続き2四半
期連続のマイナス成長

29日	 	欧州連合（EU）統計局によれば、4～6月期のユーロ
圏実質域内総生産（速報値、季節調整済み）は、
前期比年率換算で＋2.8％と1～3月期（＋2.0％）
に比べ伸び率は＋0.8ポイントの上昇

29日	 	厚生労働省「簡易生命表」によれば、2021年の男
性の平均寿命は81.47年、女性の平均寿命は87.57
年と前年に比べ男性は▲0.09年、女性は▲0.14年
下回る

経済トピックス　2022年7月 経済情報ピックアップ
世界経済フォーラム「ジェンダー・ギャップ指数」 2022 年結果について

経済情報ピックアップ

出所：世界経済フォーラム「Global Gender Gap Report 2022」
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日本の評価項目別のスコア日本のジェンダーギャップ指数

ジェンダー・ギャップとは、社会的・文化的に作り出
された性別によって生まれる不平等や格差のことを言
います。世界経済フォーラム（WEF）では、こうした男
女格差の解消を目的に、男女平等の実現度を数値で示し
た「ジェンダー・ギャップ指数」を毎年公表しています
が、7 月 13 日に最新の 2022 年結果が公表されたので、
そのポイントを解説します。なお、指数（スコア）は、
1 が男女の完全平等を、0 が完全不平等を表しており、
数値が 0 に近いほど男女格差が大きいことを示します。

わが国のジェンダー・ギャップ指数は 0.650 と前年調
査から▲ 0.006 ポイント低下し、調査した 146 か国中
116 位となりました。G7 各国では最下位、同じアジア
地域の韓国（99 位）や中国（102 位）よりも低い順位です。
結果を詳しくみると、その要因には、改善の必要性が長
年指摘されている政治・経済分野のスコアの低迷があ
ります。

政治分野（139 位）では、女性議員比率（日本は衆議院
議員比率）と女性閣僚比率の順位の低さが顕著です。
2018 年に、衆・参議院および地方議会選挙における男
女の候補者数が、できる限り均等となることなどを原則
とした「政治分野における男女共同参画推進法」が施行
されましたが、努力義務にとどまり罰則規定もなかった
ために、改善がなかなか進まない状況が続いています。

経済分野（121 位）では、女性の管理職比率の順位が特
に低くなっています。政府は 2003 年に、「社会のあらゆ
る分野において、指導的地位における女性割合を 2020
年までに 30％程度にする」との目標を立てました。しか
し、厚生労働省「雇用均等基本調査」の 2020 年度結果を

みると、常用労働者 10 人以上の企業における女性管理
職の割合は、部長相当職で 8.4％、課長相当職で 10.8％、
係長相当職で 18.7％にとどまり、目標は未達の状況です。

また、男女間の賃金・所得格差の改善も遅れていま
す。こうしたなか政府は、7 月 8 日に「女性活躍推進法」
を改正・施行し、常時雇用労働者 301 人以上の企業に対
して、男女間賃金格差の開示を義務付けるなど、格差解
消に向けて動いています（詳細は、P25「5 分で学ぶ 経営
法律知識『労務』」で紹介しています）。

一方で、教育分野（1 位）と健康分野（63 位）はスコア
が高く、男女格差が少ないと評価されています。結果全
体をみると、政治や経済の意思決定層における女性の少
なさが、日本の順位を大きく引き下げる要因となってい
ます。

男女平等は、国連が示す「持続可能な開発目標」（SDGs）
の 17 項目のひとつでもあります。国際社会では、男女
格差が大きい社会は人権上の問題があるとの見方もあ
ることから、格差の改善が進まなければ、日本企業の魅
力が低下し、優秀な海外人材が集まらなくなることが懸
念されます。

また政府は、2023 年度から大企業の非財務情報を可
視化し有価証券報告書への記載を義務付けると表明して
います。具体的なルールは今年度中に策定される予定で
すが、気候変動に関する情報に加え、前述の女性管理職
比率や男女間賃金格差などの情報も対象に盛り込まれる
予定です。中長期的な視野での企業価値の向上に向け
て、官民ともこれまで以上に構造改革が求められます。

（研究員　金田　憲一）

分野 項目 スコア 順位

経済
121 位

労働力比率
賃金格差
所得格差
管理職比率
専門・技術職比率

0.750 
0.642 
0.566 
0.152 

-

83
76

100
130

-

政治 
139 位

国会の女性議員比率
女性閣僚比率
女性元首の在任期間（過去 50 年）

0.107 
0.111 
0.000 

133
120

78

教育 
1 位

識字率
初等教育就学率
中等教育進学率
大学以上進学率

1.000 
1.000 
1.000 

-

1
1
1
-

健康 
63 位

出生時の男女比
健康寿命

0.944 
1.039  

1
69

全　　体 0.650 116
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